
 

181 

 

別添 4 
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「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（事案解析） 

 

精神障害の労災認定事案におけるいじめ・暴力・ハラスメント 

―心理的負荷の強度についての検討― 

 

研究分担者 木内敬太 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

過労死等防止調査研究センター・研究員 

 

＜研究要旨＞ 

【目的】本研究の目的は、精神障害に関する労災認定事案について、平成 23 年度から平成 29

年度のデータに平成 30 年度と令和元年度のデータを追加して複数項目認定事案を分類し、

心理的負荷の強度を踏まえた検証を行うことである。 

【方法】平成 23 年度から令和元年度に支給決定された精神障害事案 3,881 件を分析対象とし

た。複数項目認定事案の出来事の組み合わせのパターンを潜在クラス分析によって分類した。

心理的負荷の強度が、認定事案の分類や各出来事においてどのように分布しているのかを確

認するために頻度と割合を集計した。分析結果に沿って典型事例を提示した。 

【結果】複数項目認定事案の分類は、最近のデータを加えても、昨年度までの結果と同様の 5

分類が妥当と示された。複数項目認定事案のうち 73.4%（1,549 件）で、心理的負荷の評価が「強」

の出来事が 1 つ以上認められた。心理的負荷の評価が「中」以下の出来事の組み合わせのみで認

められた事案は 560 件（全対象事案の 14.4%）であった。人間関係の問題関連の事案において、

「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」や「セクシュアルハラスメントを受けた」は、67.6%

（323 件）で認められていた。残りの 155 件は、主に「上司とのトラブルがあった」、「配置転換があっ

た」、「退職を強要された」等の出来事の組み合わせにより認められていた。 

【考察】心理的負荷の強度が「中」以下の出来事の組み合わせのみで認められた事案は少なかった

が、複数項目認定事案が全体の 54.3%（2,109 件）を占めることを考えると、心理的負荷が「強」の出

来事を生じさせないだけでなく、「中」以下の出来事もできる限り生じさせないことが重要であると考

えられる。その為、いじめ・暴力・ハラスメントに関する労災を予防するためには、①暴行を起こさせ

ない、②嫌がらせ、暴力的発言、セクシュアルハラスメントに対して迅速かつ適切に対応し、継続さ

せない、③嫌がらせ、暴力的発言、セクシュアルハラスメントを起こさせない、④いじめ・暴力・ハラス

メント以外の出来事についても「中」程度の心理的負荷の出来事も生じさせないような対策を講じ

ることが重要だろう。 

【この研究から分かったこと】精神障害の労災認定事案の 85.6%は、心理的負荷「強」の出来事を

伴っている。しかし、全体の半数以上が複数項目認定事案であることから、労災防止のために

は、「中」程度の心理的負荷の出来事も生じさせないことが重要である。その為、事後に適切に対

処するだけでなく、出来事の未然防止の取り組みが必要である。 

【キーワード】いじめ・暴力・ハラスメント、過労自殺、人間関係の問題 

 

研究分担者: 

吉川 徹（労働安全衛生総合研究所過労死

等防止調査研究センター・統括研究員） 

高橋正也（同センター・センター長） 

 

Ａ．目的 

精神障害に関する労災補償状況によれば、

支給決定件数は増加傾向が続いている。出来

事別の支給決定件数の上位は、「上司等から、

身体的攻撃、精神的攻撃等のパワーハラスメ

ントを受けた」125 件、「仕事内容・仕事量の

（大きな）変化を生じさせる出来事があった」71

件、「悲惨な事故や災害の体験、目撃をした」

66 件、「同僚等から、暴行又は（ひどい）いじ
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め・嫌がらせを受けた」61 件、「セクシュアルハ

ラスメントを受けた」60 件であり 1)、いじめ・暴行

（暴力）・ハラスメントに関する出来事が主要な

一角を占め、防止策の重要性は高い。 

精神障害の発症プロセスには、特定の出来

事が単独で負荷要因となることもあれば、複数

の出来事が複合的に負荷要因となることもある。

これまでの研究では、労災認定事案を分類し、

いじめ・暴力・ハラスメントが、単独並びに他の

出来事との組み合わせで生じた事案の特徴を

検討した 2)。さらに、出来事の組み合わせの類

型と発症前 6 か月の時間外労働との関連を検

討し、死亡事案の特徴を示した 3)。本研究では

これまでの解析に平成 30 年度と令和元年度

のデータを加えた検証を行うとともに、心理的

負荷の強度の評価に関する情報を加えた検

討を行った。 

 

Ｂ．方法 

1. 分析対象 

平成 23 年度から令和元年度までの 9 年間

に支給決定された精神障害事案で、平成 23

年度策定の認定基準によって審査された

3,881 件を分析対象とした。 

2. 分析方法 

単一項目認定事案については頻度から、7

つの主要項目とその他に、複数項目認定事案

については潜在クラス分析を用いて分類した。

潜在クラス分析は Mplus 8.4 を用いて行った。 

心理的負荷の強度を踏まえた検証では、ま

ず、単一項目認定と複数項目認定を合わせた

出来事の 13 分類について、心理的負荷の評

価が「強」とされた出来事の個数を集計した。

特別な出来事については、「強」に含めた。単

一項目認定については、1 つの出来事の評価

が「強」なので、1 となる。複数項目認定につい

ては、各事案で認定された出来事の数が異な

り、「強」と評価された出来事を複数伴う場合も

ある。認定事案においては、「強」がゼロの場

合は、「中」以下の心理的負荷の出来事の組

み合わせによって、全体評価として強い心理

的負荷が認められたと考えられる。 

次に、いじめ・暴力・ハラスメントに最も関連

すると思われる 2 つの出来事、「（ひどい）嫌が

らせ、いじめ、又は暴行を受けた」と「セクシュ

アルハラスメントを受けた」について、認定され

た心理的負荷の強度の頻度と割合を、複数項

目認定事案ごとに求めた。 

さらに、複数項目認定事案のうち、人間関

係の問題関連に分類されたもので、「（ひどい）

嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」と「セク

シュアルハラスメントを受けた」のどちらも含ま

ない事案について、認定された出来事の頻度

と割合を心理的負荷の強度別に集計した。 

 

最後に、事例として、「（ひどい）嫌がらせ、

いじめ、又は暴行を受けた」と「セクシュアルハ

ラスメントを受けた」に関連した事案を提示した。

それぞれの単一項目認定事案（心理的負荷

の評価はそれぞれ「強」）と、複数項目認定事

案のうち、「強」を含むものと含まないもの、計 6

事案の概要を示した。 

3. 倫理面での配慮 

本研究は、労働安全衛生総合研究所研究

倫理審査委員会において審査され、承認を得

たうえで行った（通知番号：2022N10）。 

 

Ｃ．結果 

1. データの概要 

分析対象としたデータ（3,881 件）の概要を

表 1 に示した。特に平成 23 年度の支給決定

事案については、旧基準で審査されたものが

多く、件数が少なくなってはいるが、それ以降

は、精神障害の労災認定事案のほぼ全件が

解析に含まれている。その為、女性よりも男性

が多く、死亡事案よりも生存事案が多い、特に

女性の死亡事案が少ないといった精神障害の

労災認定事案の特徴が表れている。疾患につ

いては、主に、うつ病エピソード、急性ストレス

反応、心的外傷後ストレス障害、適応障害が

含まれる。 

複数項目認定の出来事の分類について、

平成 30 年度と令和元年度のデータを追加し

ても、これまでと同様に 5 分類が妥当であると

いう統計的な結果が得られた。単一項目認定

の事案を含めた全体の頻度に関しても、これま

で示してきた特徴と大きくは変わらないことが

示された。いじめ・暴力・ハラスメントの関連で

は、単一項目認定の「（ひどい）嫌がらせ、いじ

め、又は暴行を受けた」は、全体で 314 事案

（8.1%）に認められていた。男女、生死の別で

は、男性の死亡事案での割合は 3.4%と少ない

傾向にあった。「セクシュアルハラスメントを受

けた」は、ほとんどが女性の生存事案で認めら

れており（155 件中 152 件）、女性の生存事案

の中でも、12%と、複数項目認定の「人間関係
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の問題関連」（19%）と単一項目認定の「悲惨な

事故や災害の体験、目撃をした」（14%）に次い

で多くを占めていた。複数項目認定の「人間

関係の問題関連」は、男性事案よりも女性事

案において相対的な割合が高く、特に、女性

の死亡事案では、29%と、3 割近い部分を占め

ていた。 

2. 出来事の分類の経年的な推移 

出来事の分類の経年的な推移を図 1 に示し

た。平成 24年度から平成 27 年度にかけては、

単一項目認定事案の割合は減少傾向にあっ

た。特に、特別な出来事の心理的負荷や、「悲

惨な事故や災害の体験、目撃をした」、「セク

シュアルハラスメントを受けた」、その他の単一

項目認定事案がこの間に減少している。一方、

複数項目認定事案のうち、傷病や惨事関連と

人間関係の問題関連の増加が大きかった。 

平成 27 年度以降は、逆に、単一項目認定

事案の割合が徐々に増えているようである。特

別な出来事の長時間労働や「（重度の）病気

やケガをした」は減っているにもかかわらず、そ

れ以上に、「悲惨な事故や災害の体験、目撃

をした」、「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴

行を受けた」、「セクシュアルハラスメントを受け

た」が増加している。一方、複数項目認定につ

いては、「仕事内容・量の変化と連勤関連」と

「人間関係の問題関連」の割合が減少傾向に

あった。 

3. 心理的負荷の評価が「強」の出来事の頻度 

心理的負荷の評価が「強」の出来事の数に

ついて、複数項目認定の分類ごとに、表 2 に

示した。複数項目認定事案においても、心理

的負荷の評価が「強」の出来事を含む事案は

多く認められた。恒常的長時間労働関連や、

傷病や惨事関連では、80％以上の事案が1つ

以上、心理的負荷の評価が「強」の出来事を

含んでいた。 

複合的な問題を除いて、心理的負荷の評価

が「強」の出来事を含む事案の数が最も少な

かったのは仕事内容・量の変化や連勤関連で、

44%の事案は、心理的負荷の評価が「強」の出

来事を含まず、「中」以下の出来事の組み合わ

せにより、全体評価として心理的負荷が「強」と

認められていた。人間関係の問題関連は、仕

事内容・量の変化や連勤関連の次に心理的

負荷の強度が「強」の出来事を含む事案が少

なく、131（27%）の事案は、「中」以下の出来事

の組み合わせにより労災認定されていた。 

4. 人間関係の問題関連における「中」以下の

出来事の組み合わせ 

複数項目認定事案の人間関係の問題関連

において、「中」以下の出来事の組み合わせ

によって労災が認められた 131 件について、

出来事の頻度と割合を心理的負荷の強度ごと

に示した（表 3）。高頻度で認められた出来事

の上位 5 つは、「上司とのトラブルがあった」、

「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受け

た」、「仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生

じさせる出来事があった」、「配置転換があっ

た」、「セクシュアルハラスメントを受けた」であ

った。心理的負荷の評価が「弱」の出来事では、

「同僚とのトラブルがあった」、「退職を強要さ

れた」、「達成困難なノルマが課された」の割合

も比較的大きかった。 

5. いじめ・暴力・ハラスメントに関連した事案と

心理的負荷の強度 

いじめ・暴力・ハラスメントに最も関連すると

思われる 2 つの出来事、「（ひどい）嫌がらせ、

いじめ、又は暴行を受けた」と「セクシュアルハ

ラスメントを受けた」について、認定された心理

的負荷の強度の頻度と割合を、複数項目認定

事案の分類ごとに示した（表 4）。恒常的長時

間労働関連、仕事内容・量の変化と連勤関連、

傷病や惨事関連では、9 割以上の事案では、

「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受け

た」と「セクシュアルハラスメントを受けた」のい

ずれも認められていなかった。 

人間関係の問題関連では、323 件（67.6%）

の事案は「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴

行を受けた」か「セクシュアルハラスメントを受

けた」のいずれかを含んでいた。いずれかの

「強」を含む事案は 217 件（45.4%）であり、いず

れかの「中」もしくは「弱」を含んで「強」を含ま

ない事案は 106 件（22.2%）であった。155 件

（32.4%）の事案は、「（ひどい）嫌がらせ、いじ

め、又は暴行を受けた」と「セクシュアルハラス

メントを受けた」のいずれも含まなかった。 

複数項目認定の人間関係の問題関連で、

「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受け

た」と「セクシュアルハラスメントを受けた」のい

ずれも含まなかった 155 事案について、認定さ

れた出来事の頻度と割合を心理的負荷の強

度ごとに示した（表 5）。「上司とのトラブルがあ

った」、「配置転換があった」、「退職を強要さ

れた」が、多く認められた出来事の上位 3 つで

あった。いずれも心理的負荷は「中」として多く



 

184 

 

認められていたが、「退職を強要された」は、中

163 件中 9.8%に対して、強 98 件中 12.2%を占

めていた。 

 

6. 典型事例 

本研究に即して、「（ひどい）嫌がらせ、いじ

め、又は暴行を受けた」と「セクシュアルハラス

メントを受けた」に関連した事案を提示する。そ

れぞれの単一項目認定事案（心理的負荷の

評価はそれぞれ「強」）と、複数項目認定事案

のうち「強」を含むものと含まないもの、計 6 事

案を抽出し、概要を示す。 

1) 単一項目認定事案 

① 「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を

受けた」が「強」と認められた事案 

20 代男性、卸売業，小売業、 

生産工程従事者 

適応障害、死亡事案 

単一項目認定： 

（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受

けた（強） 

X-1 か月入社後コンベアの整備や事務等

の業務に従事。入社直後から注意しても直

らない勤務態度や怠慢な仕事ぶり、気が抜

けた様子などを理由に、事業主から、ほぼ

毎日のように平手で頬を叩かれていた。日

を追うごとに回数は数回から数十回に増加

していった。小瓶で太ももを叩かれたり、拳

で肩を叩かれたりすることもあった。X 月下

旬、月曜日の出社途中に自殺。X-1 か月末

頃から適応障害を発症していたものと診断

を受ける。入社後から発病までの間に長時

間労働は認められなかった。 

 

② 「セクシュアルハラスメントを受けた」が「強」

と認められた事案 

10 代女性、医療，福祉、 

サービス職業従事者 

適応障害、生存事案 

単一項目認定： 

セクシュアルハラスメントを受けた（強） 

X-1 年より、被災者は福祉施設に派遣社員

として勤務し、介護業務に従事していた。X-

9 か月に正規職員となったが、業務内容は

変わらなかった。被災者が正規職員になっ

て以降、施設の管理者が被災者を特別視

するようになった。X-8 か月以降、被災者は

管理者より頻繁に食事やドライブに誘われ

るようになった。被災者は相手が管理者で

あったことから、誘いを断り辛い状況であっ

た。また、管理者は、被災者に対して、「可

愛い」、「好き」、「デートしよう」といった内容

のメールを頻繁に送信し、被災者の髪や腹

部に触れるなどの身体接触行為を継続的

に行っていた。X-2 か月頃、被災者は管理

者からのセクシュアルハラスメントを他の所

属職員に告白し、管理者の行為が公になっ

たことで当該セクシュアルハラスメントは終

息し、管理者は出勤停止 1 か月の懲戒処分

を受けた。X 月、突如歩行困難となり医療機

関を受診するも異常所見は見られず、同月

精神科系の医療機関で適応障害と診断さ

れた。 

 

2) 複数項目認定事案 

① 「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を

受けた」が「強」と認められた事案 

40 代男性、製造業 、生産工程従事者 

適応障害、死亡事案 

人間関係の問題関連： 

（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受

けた（強）、配置転換があった（中）、会社の

経営に影響する等の重大な仕事上のミスを

した（中） 

X-8 年 5 か月、被災者は当該企業に入社し

た。X-6 年 6 か月より A 工場 の配属となり、

生産業務に従事した。真面目に頑張ってい

たが、指示が守れない、ミス・失敗が多い、

要領が悪い等の周囲の評価もあり、攻撃の

対象となっていた。仕事上のミスが多いこと

や、上司との人間関係の問題を理由として

X-6 か月、B 工場に配置換えとなった。業務

内容は変わらなかった。しかし、B 工場にお

いても、上司より強い口調で言われていた。

さらに、X-2 か月下旬に担当作業をミスし、

X 月上旬に納入先からのクレームを受け

た。損害や被災者の処分は発生していない

ものの、会社では取引先との信用に関わる

大きな問題と認識されていた。被災者は謝

罪させられ、責任を負わされ、幹部より人格

否定を含む暴言を浴びせられた。X 月下

旬、職場で自殺した状態で発見された。 

 

② 「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を

受けた」が「中」と認められた事案 
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30 代男性、情報通信業、 

専門的・技術的職業従事者 

適応障害、生存事案 

人間関係の問題関連： 

（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受

けた（中）、仕事内容・仕事量の（大きな）変

化を生じさせる出来事があった（中） 

X-1 年 8 か月入社、クラウド環境及びインタ

ーネット環境の維持・メンテナンス業務に従

事していた。X-2 か月の人事考課の面談中

に上司から「営業支援しない技術は評価し

ない」、「代わりを連れて来ることもできる」、

「お前の仕事は私にもできる」等の発言を受

けた。別の機会にも「失敗したら評価を下げ

る」、「お前のせいで何百万ものコストがかか

る」等の言動があった。当該上司は一連の

言動により懲戒処分を受けた。また、同月の

被災者の時間外労働時間は、前月に比し

て 20 時間以上増加し、65 時間となってい

た。この間プロジェクトの工程で夜間作業が

必要になり、5 回の徹夜勤務が行われた。そ

の後、X 月にクリニックを受診し、適応障害と

診断された。 

 

③ 「セクシュアルハラスメントを受けた」が「強」

と認められた事案 

30 代女性、教育，学習支援業、 

専門的・技術的職業従事者 

適応障害、生存事案 

人間関係の問題関連： 

セクシュアルハラスメントを受けた（強）、 

上司が替わった（弱） 

被災者は塾長として塾の講師と運営を担っ

ていた。バイト講師から X-2 か月に 2 回、X-

1 か月に 1 回、身体接触を含むセクシュアル

ハラスメントを受けた。加害者は、胸を触っ

たことは否定したが、抱きついたことは認め

た。事業場関係者によると、いずれも 2 人き

りの間で行われており、目撃者は存在して

いないが、加害者に事実確認を行い、身体

接触が確認できたことから、口頭での注意

が行われた。また、事後対応として、被災者

を第一優先に考え、被災者と加害者が 2 人

きりにならないように監視、被災者への自己

防衛策の提案、2 人の距離をあけるなどの

措置を講じた。しかし、両者の関係は修復

することなく悪化し、X 月下旬、適応障害の

発病に至った。なお、X 月には、被災者の

上司が死去し、替わっている。 

 

④ 「セクシュアルハラスメントを受けた」が「中」

と認められた事案 

20 代女性、金融業，保険業、事務従事者 

重度ストレスへの反応及び適応障害 

（下位分類不明）、生存事案 

人間関係の問題関連： 

セクシュアルハラスメントを受けた（中）、 

仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさ

せる出来事があった（中） 

X-5 か月から X-3 か月にかけて、被災者は

加害者である上司から、食事等に複数回誘

われ、2 回は実際に同席させられた。加害

者は、私的なメールの中で、被災者を名前

にちゃん付けで呼ぶなどした。被災者から

の相談を受けて、X-3 か月には、会社が当

該事実を把握することとなり、管理者一般に

対してセクシュアルハラスメントにかかる間

接的注意が行われた。しかし、X-2 か月から

X 月にかけて、被災者は加害者から帰宅途

中の駅で呼び止められ、自宅最寄駅近くの

飲食店でプレゼントを渡された。メールで休

日の外出に誘われて断ったところ、被災者

への好意と被災者と海外旅行に同行したい

旨伝えるメールを複数受信した。また、X-1

か月頃、被災者が所属する部署において業

務が集中したことから発病前 1 か月におけ

る被災者の時間外労働時間は前月比で 20

時間以上増加し、71 時間程度となった。X

月メンタルクリニックを受診し、重度ストレス

反応の診断を受けた。 

 

Ｄ．考察 

1. 出来事の分類と経年変化 

本研究では、これまで解析を行ってきた平

成 23 年度から 29 年度に加えて、平成 30 年

度と令和元年度のデータを含めた解析を行っ

た。その結果、複数の出来事の組み合わせに

よって認定されている複数項目認定事案の分

類は、新規のデータを加えてもこれまで通りの

5 分類が妥当であることが認められた。 

複数の出来事の組み合わせは、恒常的長

時間労働関連、仕事内容・量の変化と連勤関

連、傷病や惨事関連、人間関係の問題関連、

複合的な問題に分類でき、いじめ・暴力・ハラ

スメントに関する事案は主に人間関係の問題
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関連に分類される。複合的な問題は複数項目

認定の 1%程度であり、非常に沢山の出来事が

認められた例外的な分類である。これまでの

研究で精神障害に関する 7 年間の支給決定

事案という十分な量のデータを解析してきたこ

ともあり、新規のデータを加えても、この分類が

頑健であることが示された。 

経年変化については、平成 26、27 年度まで

は単一項目認定事案の割合は減少傾向にあ

ったが、それ以降、一定か、やや減少気味で

あった。前半の減少傾向については、平成 23

年より前のデータは収集できていないので確

実なことは言えないが、もしかすると、平成 23

年度付近は特異的に単一項目認定事案が多

く、平成 27 年までの期間をかけて通常の割合

に戻ったということであったのかもしれない。 

近年の変化については、特別な出来事の

極度の長時間労働は減少し、その他の長時間

労働に関する項目も増加は抑えられている。こ

れは、平成 26 年 11 月の「過労死等防止対策

推進法」の施行以降、「過労死等の防止のた

めの対策に関する大綱」の策定（平成 27 年、

30 年、令和 3 年）やそれに基づく施策の実施

などの取り組みが進められてきた成果が精神

障害の労災認定状況にも表れてきている可能

性がある。 

一方で、単一項目認定事案では、いじめ・

暴力・ハラスメント関連の出来事の割合は増加

している。これは、対策の遅れの表れと解釈す

ることもできるが、昨今の精神障害に関する労

災の申請件数の増加を踏まえて考えると、ハラ

スメントが社会問題化し、認知度が上がったこ

とで、申請の障壁が下がり、これまで潜在化し

ていた問題が適切に明るみにされるようになっ

てきたと理解することもできる。平成 29 年に男

女雇用機会均等法が改正され、職場における

妊娠・出産等に関するハラスメントの防止措置

が義務付けられたことの効果も大きいと考えら

れる。実際に、事例として取り上げたセクシュア

ルハラスメントに関する事案でも、事業場に相

談することで対策や加害者の懲戒につながっ

たという経緯が確認された。ただし、少なくとも

労災認定されたケースでは、対応により問題

解決に至らなかった点も確認されたことから、

未然防止や対応の質の向上は今後の課題と

考えられる。 

令和 2 年 6 月に精神障害に関する労災の

認定基準が改正され 4)、具体的出来事に「上

司等から、身体的攻撃、精神的攻撃等のパワ

ーハラスメントを受けた」が追加された。また、

「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受け

た」は、「同僚等から、暴行又は（ひどい）いじ

め・嫌がらせを受けた」に修正された。その後、

非常に多くの事案において、「上司等から、身

体的攻撃、精神的攻撃等のパワーハラスメント

を受けた」が認められている。この制度上の大

きな変化を受けて、令和 2 年度以降のデータ

を加えた解析では、複数項目認定事案の分類

が可能か、「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は

暴行を受けた」と「同僚等から、暴行又は（ひど

い）いじめ・嫌がらせを受けた」は同様の項目と

してそれ以前のデータと連続的に扱っていい

のかなど、検討が必要になる。 

2. 心理的負荷の強度についての検討 

今年度の研究では、初めて心理的負荷の

強度を踏まえた検証を行った。その結果、複

数項目認定事案の多くは、心理的負荷の評価

が「強」の出来事を含むことが明らかとなった。

心理的負荷の評価が「中」以下の出来事の組

み合わせにより認定されていたのは、560 件で、

複数項目認定事案全体（2,109 件）に対して、

26.6%、対象事案全体（3,881 件）に対して、

14.4%であった。約 7 割の事案では、心理的負

荷の強度が「強」の出来事が 1 つ以上認めら

れていた。 

このように、心理的負荷の強度が「中」以下

の出来事が複数あり、全体評価として労災とし

て認められた事案が少ないことは、厚生労働

省の「精神障害の労災認定の基準に関する専

門検討会」でも確認されている。その資料によ

ると、令和 2 年度の精神障害の労災認定事案

608 件において、①特別な出来事による認定

54 件（8.9%）、②心理的負荷が「強」の出来事

を 1 つ以上含むもの 447 件（73.5%）、③心理

的負荷が「中」の出来事が複数で全体評価と

して「強」とされたもの 66 件（10.9%）、④恒常的

長時間労働と出来事の組み合わせにより「強」

とされたもの 41 件（6.7%）であった 5)。本研究で

は恒常的長時間労働と出来事の組み合わせ

も複数項目認定事案として扱っているため、③

と④を合わせると、17.6%となり、本研究の

14.4%と同等の数値となる。 

心理的負荷の強度が「中」以下の出来事の

みで労災認定されている事案の割合が少ない

ことから、対策においては、「強」の心理的負荷

を生じさせないことを第 1 に考えるべきと言える
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だろう。ただし、「強」が「中」に変われば十分か

というとそうではない。心理的負荷の強度が

「中」の出来事が複数重なることで精神障害の

発症や労災につながる可能性があることは明

らかなので、心理的負荷の程度が「中」の出来

事にも注意が必要である。 

3. いじめ・暴力・ハラスメントと心理的負荷の

強度 

本研究の知見からは、人間関係の問題関

連については、「上司とのトラブルがあった」、

「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受け

た」、「仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生

じさせる出来事があった」、「配置転換があっ

た」、「セクシュアルハラスメントを受けた」、「同

僚とのトラブルがあった」、「退職を強要された」

などが心理的負荷の強度が「中」以下の出来

事の組み合わせとして多く認定されていた。い

じめ・暴力・ハラスメント関連では、特にこれら

の出来事に注意し、心理的負荷が「中」程度

の出来事も生じさせないように対策を講じる必

要がある。 

複数項目認定事案において、「（ひどい）嫌

がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」と「セクシ

ュアルハラスメントを受けた」は、主に、人間関

係の問題関連の事案で認められていた。人間

関係の問題関連の事案において、「（ひどい）

嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」と「セク

シュアルハラスメントを受けた」のいずれかもし

くは両方の心理的負荷が「強」とされた事案は

217 件（45.4%）であった。このことから、「（ひど

い）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」と

「セクシュアルハラスメントを受けた」の心理的

負荷「強」の出来事を減らすだけでは、人間関

係の問題関連の事案の半数程度にしか影響

が及ばない可能性がある。単一認定事案が減

らせるだけでも十分大きな影響はあるが、複数

項目認定事案の対策も考慮し、「（ひどい）嫌

がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」と「セクシ

ュアルハラスメントを受けた」の心理的負荷の

程度が中程度も生じさせないことを目標にした

対策を行うことが重要である。さらに、人間関

係の問題関連の別の出来事を含めて対策を

行うことで、より効果的に、広範囲に、いじめ・

暴力・ハラスメントに関連した労災を防止するこ

とができると考えられる。 

具体的には、人間関係の問題関連の事案

は、「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を

受けた」や「セクシュアルハラスメントを受けた」

が認められない場合でも、「（重度の）病気やケ

ガをした」、「悲惨な事故や災害の体験、目撃

をした」、「1 か月に 80 時間以上の時間外労働

を行った」、「仕事内容・仕事量の（大きな）変

化を生じさせる出来事があった」、「配置転換

があった」、「会社の経営に影響する等の重大

な仕事上のミスをした」、「退職を強要された」、

「業務に関連し、違法行為を強要された」、「上

司とのトラブルがあった」、「同僚とのトラブルが

あった」などの組み合わせで発生している。人

間関係の問題関連の労災はそれ自体防止す

べきことであるだけでなく、いじめ・暴力・ハラス

メントの発生にもつながると考えられるので、十

分な対策が必要である。 

また、複数項目認定の事案において、恒常

的長時間労働関連と仕事内容・量の変化と連

勤関連の事案の 10%程度、傷病や惨事関連の

事案の 2%程度で、「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、

又は暴行を受けた」や「セクシュアルハラスメン

トを受けた」が認められていた。いじめ・暴力・

ハラスメントの対策を行うことが、一定程度は長

時間労働や仕事量・内容の変化、傷病や惨事

に関連した労災の防止にも効果を発揮するこ

とが期待できる。逆に、数は少ないが、長時間

労働や仕事量・内容の変化、傷病や惨事に関

する対策を行うことで、いじめ・暴力・ハラスメン

トが関連した労災を減らすことができると考えら

れる。 

4. 事例から読み取れること 

本研究の結果を踏まえて、「（ひどい）嫌がら

せ、いじめ、又は暴行を受けた」と「セクシュア

ルハラスメントを受けた」に関連した単一項目

認定事案と複数項目認定事案を事例として提

示した。複数項目認定事案では、それぞれの

出来事の心理的負荷の評価が「強」のものと

「中」のものをそれぞれ選定した。 

「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受

けた」については、認定基準において 6)、心理

的負荷の評価が「強」となる例として、「言動が、

業務指導の範囲を逸脱しており、その中に人

格や人間性を否定するような言動が含まれ、

かつ、これが執拗に行われた」、「多人数が結

託しての人格や人間性を否定するような言動

が執拗に行われた」、「治療を要する程度の暴

行を受けた」などが挙げられている。一方、心

理的負荷の評価が「中」となる例として、「業務

指導の範囲を逸脱した発言があったが、これ

が継続していない」、「同僚等が結託して嫌が
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らせを行ったが、これが継続していない」など

がある。「セクシュアルハラスメントを受けた」で

は、「強」になる例として、「身体接触を含むセ

クシュアルハラスメントであって、継続して行わ

れた場合」、「身体接触を含むセクシュアルハ

ラスメントであって、行為は継続していないが、

会社に相談しても適切な対応がなく、改善され

なかった又は会社への相談等の後に職場の

人間関係が悪化した場合」、「身体接触のない

性的な発言のみのセクシュアルハラスメントで

あって、発言の中に人格を否定するようなもの

を含み、かつ継続してなされた場合」、「身体

接触のない性的な発言のみのセクシュアルハ

ラスメントであって、性的な発言が継続してなさ

れ、かつ会社がセクシュアルハラスメントがある

と把握していても適切な対応がなく、改善がな

されなかった場合」などがある。セクシュアルハ

ラスメントの心理的負荷が「中」となる例として

は、「身体接触を含むセクシュアルハラスメント

であっても、行為が継続しておらず、会社が適

切かつ迅速に対応し発病前に解決した場合」、

「身体接触のない性的な発言のみのセクシュ

アルハラスメントであって、発言が継続してい

ない場合」、「身体接触のない性的な発言のみ

のセクシュアルハラスメントであって、複数回行

われたものの、会社が適切かつ迅速に対応し

発病前にそれが終了した場合」がある。 

今回提示した事例でも、「（ひどい）嫌がらせ、

いじめ、又は暴行を受けた」が「強」とされた事

案では、継続的で執拗な暴行（事例1-①）や、

継続的な叱責、謝罪の強要と人格否定を含む

暴言（事例 2-①）が浴びせられている。一方、

「中」とされた事案では（事例 2-②）、業務指導

の範囲を逸脱した上司の発言は認められるが、

人格や人問性を否定するものとまでは言えず、

この出来事単体では、労災認定には至らない

と考えられる。しかし、同時期の時間外労働が

前月から 20 時間以上増加して 65 時間となっ

ており（単体では心理的負荷「中」と評価しう

る）、かつ、5 回の深夜勤務を含んだことから、

全体として心理的負荷は「強」と評価された。 

「セクシュアルハラスメントを受けた」につい

ては、心理的負荷が「強」とされた事案では、

継続的な身体接触を含む性的な言動（事例

1-②）や、会社への相談等の後の悪化（事例

2-③）が認められている。一方、「中」とされた

事案では（事例 2-④）、性的な発言は継続さ

れているが、身体接触は伴っておらず、この出

来事のみでは、労災認定には至らないと考え

られる。しかし、同時期の時間外労働が前月か

ら 20 時間以上増加して 71 時間となっており

（単体では心理的負荷「中」と評価しうる）、か

つ、性的な言動がエスカレートしていたことか

ら、全体評価として心理的負荷は「強」と判断

されている。 

複数項目認定の「強」の場合、基本的には

各出来事は独立して生じたものであり、直接的

には関連していない。その点で、単一項目認

定とあまり変わらないかもしれない。ただし、複

数項目認定の「強」以外の出来事も、職場の

雰囲気を表しているなど、「強」の出来事の発

生には直接関連しない職場の状況を伝えてい

ることも考えられる。その為、複数項目認定事

案の分類には一定の意味がある。一方で、「強」

の出来事を含む複数項目認定事案と「中」以

下の出来事の組み合わせの複数項目認定事

案は状態が異なると考えられるため、区別して

理解した方が良いだろう。重要なのは、心理的

負荷の強度が「中」の出来事であっても、それ

が偶然に重なってしまえば、精神障害を発症

し、労災認定に至る可能性があるということで

ある。その為、日ごろから、中程度の心理的負

荷を生じさせるような出来事に注意し、それが

継続的に生じないような対応が求められる。 

「セクシュアルハラスメントを受けた」につい

ては、事業場の対応の役割も大きい。事業場

としては、未然防止が重要ではあるが、起こっ

てしまった場合は、「適切かつ迅速に対応し発

病前に解決/終了」させることで、被害者の負

担を軽減させることができると考えられる。しか

し、事例から、事後対応が容易ではないことが

うかがわれる。事例 1-②では、対応が遅かっ

たために、セクシュアルハラスメントの継続は終

了したものの、発症に至った。事例 2-③では、

事後対応の結果、逆に関係が悪化してしまい、

発症に至った。事例 2-④では、対応が不十分

であったために、セクシュアルハラスメントが継

続され、発症に至った。セクシュアルハラスメン

トへの対応は容易なことではないが、「職場の

セクシュアルハラスメント妊娠・出産等ハラスメ

ント防止のためのハンドブック」7) 等を参考に、

事業主及び事業場は、相談窓口の周知とアク

セスの向上、被害者の安全を確保し、加害者

に行為を継続させないために実効性のある措

置とフォローアップに取り組む必要がある。 

セクシュアルハラスメントの事例からは、加害
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者はハラスメントを意図して行為に及んでいる

わけではないように推察される。つまり、好意

や恋愛感情に基づいて、被害者との私的な関

係を構築する目的での関わり行動がセクシュ

アルハラスメントになってしまっているということ

である。このような事例を未然に防ぐためには、

恋愛を発展させようとする行為自体がセクシュ

アルハラスメントになりうることを周知する必要

がある。また、被害者側にも、セクシュアルハラ

スメントの被害を受けてからではなく、恋愛対

象やあるいは友人としてでも、勤務外での外

出など、私的な関係を求められて困った場合

には気軽に、どう対応したらいいかを窓口に相

談できるような広報の仕方を検討すると良いだ

ろう。 

5. 対策についてのまとめ 

以上をまとめると、本研究からは次のような

いじめ・暴力・ハラスメントに関連した過労死等

の防止策が考えられる。 

1) 強い心理的負荷への対策 

本研究の対象事案の多くは、心理的負荷の

評価が「強」の出来事を伴っている（3,881 件中

3,321 件、85.6%）。まずは、強い心理的負荷を

生じさせない対応が求められる。 

「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受

けた」については、業務指導の範囲の逸脱や

人格や人間性の否定を含む言動の執拗な継

続、多人数が結託して人格や人間性を否定す

るような言動の執拗な継続、そして、治療を要

する程度の暴行が、心理的負荷「強」の例であ

る。問題行動の継続を防ぐためには、相談窓

口を設置し、いつ（何があったら）、どうやって、

どこに相談し、その結果どうなるのかを明確に

周知し、早期発見と早期対応に努める必要が

あるだろう。治療を要する程度の暴行について

は、事後対応では遅いので、未然に防ぐ必要

がある。怒りや人間関係の不和 8)、睡眠不足 9)、

人手不足や過重労働 10) など、暴行のリスク要

因を解消することは、1 つの予防策として考え

られる。また、標準化された報告システム、管

理的施策（指針や対処マニュアルの作成）、従

業員教育などを含む他成分介入の有効性も

報告されている 11)。 

「セクシュアルハラスメントを受けた」につい

ては、①身体接触を伴うセクシュアルハラスメ

ントの継続、②身体接触を伴うセクシュアルハ

ラスメントがあり、継続はしていないが、事業場

に相談しても適切な対応がないか人間関係が

悪化、③身体接触は伴わないが、人格否定を

含む性的な言動の継続、④身体接触も人格

否定も伴わない性的な言動の継続を事業場が

把握し、かつ、適切な対応を行わないことが、

心理的負荷「強」の例である。「（ひどい）嫌が

らせ、いじめ、又は暴行を受けた」と同様に、

相談窓口の体制を整備し、セクシュアルハラス

メントが継続されないように、「適切かつ迅速に

対応し発病前に解決/終了」させることが重要

である。特にセクシュアルハラスメントについて

は、事業場が適切に対応することで、心理的

負荷「強」の出来事は回避することができる。 

2) 中程度の心理的負荷への対策 

本研究の対象事案のうち、複数項目認定事

案で心理的負荷の評価が「強」である出来事

を含む事案は 1,549 件であり、全対象事案の

39.9%であった。このすべてが心理的負荷の強

度「中」の出来事を伴っているわけではないが、

これらの事案では、心理的負荷の強度を「強」

から「中」に減らしただけでは、結局、「中」程度

の心理的負荷の出来事の組み合わせにより、

精神障害の発生が生じてしまう可能性がある。

また、本研究の対象事案のうち、560 件（全事

案の 14.4%、複数項目認定事案の 26.6%）は、

心理的負荷の評価が「中」以下の出来事の組

み合わせで認定されたものであった。こういっ

た労災を防止するためには、心理的負荷の強

度が「中」程度の出来事を放置せずに、減らす

必要がある。 

「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受

けた」では、叱責等に伴う業務指導の範囲を

逸脱した発言や、結託して行われた嫌がらせ

が継続しない場合が心理的負荷「中」の例とし

て挙げられている。また、「セクシュアルハラス

メントを受けた」については、身体接触を含む

セクシュアルハラスメントや複数回行われた身

体接触のない性的な言動が事業場の適切か

つ迅速な対応により継続せず、発症前に解決

/終了した場合や、身体接触のない性的な発

言のみのセクシュアルハラスメントが継続せず

に行われた場合が、心理的負荷「中」の例とし

て挙げられている。つまり、「中」程度の心理的

負荷の出来事を生じさせないためには、適切

な事後対応を迅速に行い、問題を継続させな

いこと以上の取り組みが求められる。 

具体的な取り組みとしては、暴行の未然防

止と同じように、嫌がらせ、暴力的発言、セクシ

ュアルハラスメントのリスク要因を減らすことが、
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対策の 1 つとして考えられる。例えば、職場で

の嫌がらせや暴力を包括した概念であるいじ

め（bullying）については、職場で立場の弱い

人（若年者、女性、小さな子供の親、低所得者、

時間給労働者）がいじめられやすいこと、勤続

年数の長い人が加害者になりやすいこと、変

化の激しさ、ストレスの多さ、サポート、公平性、

心理的安全性の低さといじめの発生との関連

が指摘されている 12)。このような研究を参考に、

立場が弱くなりがちな人へのサポート体制を強

め、職場での地位を向上させること、勤続年数

の長い人に対して、嫌がらせ、暴力的発言、セ

クシュアルハラスメントの防止の重要性につい

ての研修を実施すること、過度な変化やストレ

スを減らし、公平で、助け合い、信頼し、協力

し合う組織風土を作ることなどが、嫌がらせ、

暴力的発言、セクシュアルハラスメントの未然

防止に役立つ可能性がある。 

セクシュアルハラスメントについては、先述

のように、加害者にハラスメントの意図がないこ

ともある。社内恋愛のリスクについて明確に伝

えるとともに、被害者が、心理的負荷が「弱」の

段階（例えば、「～ちゃん」等のセクシュアルハ

ラスメントに当たる発言をされる、社内に水着

のポスターが掲示される）で、相談窓口にアク

セスすることができるように広報等の活動を行

うことが有益であると考えらえる。 

3）いじめ・暴力・ハラスメント以外の出来事へ

の対策 

複数項目認定事案の人間関係の問題関連

において、心理的負荷の評価が「中」以下の

出来事の組み合わせは、主に、「上司とのトラ

ブルがあった」、「仕事内容・仕事量の（大きな）

変化を生じさせる出来事があった」、「配置転

換があった」、「同僚とのトラブルがあった」、

「退職を強要された」によって構成されていた。

また、心理的負荷の評価が「強」のものも合わ

せると、「1 か月に 80 時間以上の時間外労働

を行った」、「会社の経営に影響する等の重大

な仕事上のミスをした」、「（重度の）病気やケ

ガをした」が人間関係の問題関連の事案で認

められていた。人間関係の問題関連の事案を

全般に防止することは、いじめ・暴力・ハラスメ

ントの予防にもつながると考えられる。具体的

には人間関係の問題関連において、心理的

負荷が「中」の出来事もできる限り生じさせない

ことが望ましい。その為の取り組みの一例を表

6 にまとめた。なお、災害の危険がある場合等

の強い指導は労務管理上必要なときもあり得

るところである。 

4）人間関係の問題関連以外の複数項目認定

事案への対策 

数は少ないが、恒常的な長時間労働関連、

仕事内容・量の変化と連勤関連、傷病や惨事

関連の事案でも、「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、

又は暴行を受けた」や「セクシュアルハラスメン

トを受けた」が認められていた。このことから、

いじめ・暴力・ハラスメントを減らすことが、長時

間労働や仕事内容・量の変化、傷病や惨事に

関連した労災を減らすことにもつながり、逆に、

長時間労働や仕事内容・量の変化、傷病や惨

事に関連した労災を減らすことが、いじめ・暴

力・ハラスメントに関連した労災を減らすことに

もつながると考えられる。 

具体的な取り組みとしては、表 6 にあるよう

に、いじめ・暴力・ハラスメントへの対策だけで

なく、長時間労働や仕事内容・量の変化、病

気やケガに伴う「中」程度の心理的負荷も生じ

させないように努めることが挙げられる。さらに、

複数項目認定事案の分類として、「2 週間以上

にわたって連続勤務を行った」と「悲惨な事故

や災害の体験、目撃をした」も挙げられている

ので、これらについても、起こらないようにする

ことと、避けられないにしても、「中」程度の心

理的負荷の出来事も生じさせないために、容

易に対応でき、負荷が軽微になるような調整

やサポートが提供されることが望ましいだろう。 

6. 研究の限界と今後の課題 

本研究の限界点や結果の解釈における注

意点についてまとめる。まず、労災認定の手続

きは、心理的負荷をすべて洗い出す目的で行

われるものではない。その為、明らかにそれだ

けで支給決定に値する出来事があれば、他の

出来事について時間をかけて調査してその有

無や心理的負荷の程度を明確にしないことも

ありうる。つまり、本研究の結果については、実

際には複数の出来事が起こっていたとしても、

手続き上、単一項目認定となっている事案が

多々含まれている可能性がある。もしかすると、

近年の単一項目認定事案の増加傾向には、

申請件数の増加に伴う労災認定手続きの迅

速化が影響しているかもしれない。本研究の

結果は、このような手続き上の事情を考慮した

上で理解されるべきである。しかし、全般的に

は、複数項目認定事案で、心理的負荷の評価

が「強」の出来事を含む事案は多かった。この



 

191 

 

ことから、少なくとも一定の事案に関しては、請

求者の訴えに対して、きちんと網羅的に調査

をして、事実を明らかにしようという試みがなさ

れていると推察される。次に、考察で提案され

た取り組みについては、過労死等の防止効果

が研究により示されたものではない。あくまで

事案研究の結果を踏まえて、主に欧米で行わ

れた研究内容を参考にしつつ提案したもので

ある。個々の事業場で施策を実施する際には、

それぞれの事業場の事情を勘案して、計画・

遂行される必要がある。また、その効果につい

ても随時確認し、検証される必要がある。最後

に、本研究で実施した潜在クラス分析につい

ては、解析ごとにモデルを作成して分類を行う

手法であり、今後新規のデータを追加した場

合に、すべての事案が同じように分類されると

は限らない。また、新規のデータを今回の分析

結果から得られたモデルを使って分類すること

もできるが、手続きが非常に煩雑になってしま

う。複数項目認定事案の分類をより実用的に

するためには、認定された出来事の組み合わ

せから簡易的に分類できる手法の開発が求め

られる。 

その他の今後の研究課題として、まず、事

業場の対応により労災の発生が未然に防げた

ケースの解析が有用と思われる。本研究で取

り上げた出来事の中でも特に「（ひどい）嫌がら

せ、いじめ、又は暴行を受けた」、「セクシュア

ルハラスメントを受けた」、「配置転換があった」、

「（重度の）病気やケガをした」は、事業場の対

応によって心理的負荷の程度が変わり得るも

のである。労災認定事案は対応がうまくいかず

に精神障害を発症した例であるので、そうでは

なく、対応がうまくいって、心理的負荷が抑え

られて、精神障害の発症が未然に防げたケー

スの解析からはまた違った角度からの知見が

得られると考えられる。 

労災認定事案に関しては、一つ一つの出来

事を取り上げて、どのような場合に心理的負荷

が「強」になるのかを丁寧に洗い出すことが有

益ではないかと考えられる。例えば、「会社の

経営に影響する等の重大な仕事上のミスをし

た」について、調査復命書の記載内容を精査

し、ミスの内容、事後対応、事業場のサポート

やフォローによる心理的負荷の違いを検証す

ることができるかもしれない。それにより、特に、

心理的負荷の強度が「弱」の場合と、「中」の場

合の境目が明確にできると、労災の発生の予

防に向けて何を目指すべきかを示すことがで

きると考えられる。 

複数項目認定事案の分類においては、令

和 2 年度以降、「上司等から、身体的攻撃、精

神的攻撃等のパワーハラスメントを受けた」が

追加され、分類がどのように変化するかが大き

な課題である。今後も 5 分類を使用することが

できるのか、経年変化を令和元年度以前と合

わせてどのように追うことができるのかは今後

の重要な検討事項である。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、精神障害に関する労災におけ

るいじめ・暴力・ハラスメントの特徴を明らかに

するために、平成 23 年度から令和元年度に支

給決定された精神障害事案 3,881 件を対象と

して研究を行った。複数項目認定事案の分類

については、平成29年度までの事案を対象に

した昨年度までの研究と同様に、5 分類の妥

当性が示された。心理的負荷の強度を踏まえ

た検証では、複数項目認定事案（2,109 件）の

うち 73.4%（1,549 件）は心理的負荷の評価が

「強」の出来事を含むことがわかった。全対象

事案に対して、心理的負荷の評価が「強」の出

来事を 1 つ以上含んだ事案は 85.6%（3,321 件）

であった。人間関係の問題関連の事案 478 件

において、「中」以下の心理的負荷の出来事

の組み合わせにより認定された事案は 131 件

（27%）であった。これらは主に「上司とのトラブ

ルがあった」、「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又

は暴行を受けた」、「仕事内容・仕事量の（大き

な）変化を生じさせる出来事があった」の組み

合わせにより認定されていた。 

以上を踏まえて、いじめ・暴力・ハラスメント

に関する労災を予防するためには、①暴行を

起こさせない、②嫌がらせ、暴力的発言、セク

シュアルハラスメントに対して迅速かつ適切に

対応し、継続させない、③嫌がらせ、暴力的発

言、セクシュアルハラスメントを起こさせない、

④いじめ・暴力・ハラスメント以外の出来事に

ついても「中」程度の心理的負荷の出来事も

生じさせないような対策を講じることが重要で

ある。これらにより、強い心理的負荷だけでなく、

中程度の心理的負荷を減らすことで、いじめ・

暴力・ハラスメントに伴う労災を効果的に防止

することができると考えられる。 
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Ｆ．健康危機情報 

該当せず。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

なし 
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表 1．解析対象のデータの概要 

 ⼥性計（1,246 件） 男性計（2,635 件） 
合計 

（3,881 件）  ⽣存事案 
（1,218 件） 

死亡事案 
（28 件） 

⽣存事案 
（1,963 件） 

死亡事案 
（672 件） 

発症時年齢 
（平均±標準偏差） 38±11 36±13 40±11 41±11 39±11 

 件数 (%) 件数 (%) 件数 (%) 件数 (%) 件数 (%) 
決定年度           
 平成 23 年度 12 (1.0) 0 (0) 22 (1.1) 8 (1.2) 42 (1.1) 
 平成 24 年度 119 (9.8) 5 (18) 254 (13) 87 (13) 465 (12) 
 平成 25 年度 143 (12) 2 (7.1) 226 (12) 61 (9.1) 432 (11) 
 平成 26 年度 148 (12) 2 (7.1) 249 (13) 97 (14) 496 (13) 
 平成 27 年度 140 (11) 5 (18) 237 (12) 88 (13) 470 (12) 
 平成 28 年度 166 (14) 2 (7.1) 247 (13) 82 (12) 497 (13) 
 平成 29 年度 156 (13) 4 (14) 252 (13) 94 (14) 506 (13) 
 平成 30 年度 159 (13) 4 (14) 230 (12) 72 (11) 465 (12) 
 令和元年度 175 (14) 4 (14) 246 (13) 83 (12) 508 (13) 
疾患           
 躁病エピソード 0 (0) 0 (0) 1 (<0.1) 0 (0) 1 (<0.1) 
 双極性感情障害 8 (0.7) 1 (3.6) 46 (2.3) 6 (0.9) 61 (1.6) 
 うつ病エピソード 303 (25) 19 (68) 800 (41) 496 (74) 1,618 (42) 
 反復性うつ病性障害 6 (0.5) 1 (3.6) 28 (1.4) 19 (2.8) 54 (1.4) 
 持続性気分（感情） 

障害 4 (0.3) 0 (0) 9 (0.5) 1 (0.1) 14 (0.4) 
 その他の気分 

（感情）障害 0 (0) 0 (0) 1 (<0.1) 2 (0.3) 3 (<0.1) 
 詳細不明の気分 

（感情）障害 0 (0) 0 (0) 0 (0) 1 (0.1) 1 (<0.1) 
 気分（感情）障害 

（下位分類不明） 19 (1.6) 3 (11) 29 (1.5) 66 (9.8) 117 (3.0) 
 恐怖症性不安障害 9 (0.7) 0 (0) 5 (0.3) 0 (0) 14 (0.4) 
 その他の不安障害 41 (3.4) 0 (0) 66 (3.4) 0 (0) 107 (2.8) 
 強迫性障害 0 (0) 0 (0) 3 (0.2) 0 (0) 3 (<0.1) 
 急性ストレス反応 114 (9.4) 0 (0) 73 (3.7) 2 (0.3) 189 (4.9) 
 ⼼的外傷後ストレス 

障害 241 (20) 0 (0) 247 (13) 2 (0.3) 490 (13) 
 適応障害 351 (29) 2 (7.1) 476 (24) 59 (8.8) 888 (23) 
 その他の重度 

ストレス反応 6 (0.5) 1 (3.6) 3 (0.2) 1 (0.1) 11 (0.3) 
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 ⼥性⽣存 ⼥性死亡 男性⽣存 男性死亡 合計 
 件数 (%) 件数 (%) 件数 (%) 件数 (%) 件数 (%) 
 重度ストレス反応、 

詳細不明 6 (0.5) 0 (0) 3 (0.2) 0 (0) 9 (0.2) 
 重度ストレスへの 

反応及び適応障害 
（下位分類不明） 

52 (4.3) 0 (0) 50 (2.5) 9 (1.3) 111 (2.9) 

 解離性（転換性） 
障害 10 (0.8) 0 (0) 25 (1.3) 1 (0.1) 36 (0.9) 

 ⾝体表現性障害 13 (1.1) 0 (0) 32 (1.6) 0 (0) 45 (1.2) 
 その他の神経症性 

障害 3 (0.2) 0 (0) 1 (<0.1) 0 (0) 4 (0.1) 
 神経症性障害、 

ストレス関連障害 
及び⾝体表現性障害 
（下位分類不明） 

30 (2.5) 0 (0) 50 (2.5) 3 (0.4) 83 (2.1) 

 統合失調症、統合 
失調症型障害及び 
妄想性障害 

1 (<0.1) 0 (0) 14 (0.7) 4 (0.6) 19 (0.5) 

 その他の疾患 1 (<0.1) 1 (3.6) 1 (<0.1) 0 (0) 3 (<0.1) 
出来事の分類           
＜単⼀項⽬認定事案＞          
 特別な出来事 

（⻑時間労働） 34 (2.8) 1 (3.6) 144 (7.3) 77 (11) 256 (6.6) 
 特別な出来事 

（⼼理的負荷） 126 (10) 0 (0) 128 (6.5) 6 (0.9) 260 (6.7) 
 （重度の） 

病気やケガをした 27 (2.2) 0 (0) 126 (6.4) 16 (2.4) 169 (4.4) 
 悲惨な事故や災害の 

体験、⽬撃をした 171 (14) 0 (0) 120 (6.1) 2 (0.3) 293 (7.5) 
 仕事内容・仕事量の 

（⼤きな）変化を 
⽣じさせる出来事が 
あった 

16 (1.3) 2 (7.1) 61 (3.1) 26 (3.9) 105 (2.7) 

 （ひどい） 
嫌がらせ、いじめ、 
⼜は暴⾏を受けた 

105 (8.6) 2 (7.1) 184 (9.4) 23 (3.4) 314 (8.1) 

 セクシュアルハラス 
メントを受けた 152 (12) 0 (0) 3 (0.2) 0 (0) 155 (4.0) 

 その他 49 (4.0) 2 (7.1) 128 (6.5) 41 (6.1) 220 (5.7) 
＜複数項⽬認定事案＞          
 恒常的⻑時間労働 

関連 114 (9.4) 6 (21) 471 (24) 201 (30) 792 (20) 
 仕事内容・量の変化 

と連勤関連 99 (8.1) 7 (25) 248 (13) 221 (33) 575 (15) 
 傷病や惨事関連 87 (7.1) 0 (0) 142 (7.2) 5 (0.7) 234 (6.0) 
 ⼈間関係の問題関連 230 (19) 8 (29) 193 (9.8) 47 (7.0) 478 (12) 
 複合的な問題 8 (0.7) 0 (0) 15 (0.8) 7 (1.0) 30 (0.8) 
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図 1．出来事の分類（単一項目認定 8 区分、複数項目認定 5 区分）の支給決定年度ごとの認定事

案数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2．複数項目認定事案における心理的負荷の評価が「強」の出来事の数 
 ⼼理的負荷の評価が「強」の出来事の数 
 0 1 つ 2 つ 3 つ 4 つ 5 つ 
 件 (%) 件 (%) 件 (%) 件 (%) 件 (%) 件 (%) 

恒常的⻑時間労働関連
（792 件） 121 (15) 577 (73) 83 (10) 10 (1.3) 1 (0.1) 0 (0) 

仕事内容・量の変化と
連勤関連 
（575 件） 

255 (44) 243 (42) 60 (10) 12 (2.1) 4 (0.7) 1 (0.2) 

傷病や惨事関連 
（234 件） 38 (16) 150 (64) 44 (19) 1 (0.4) 1 (0.4) 0 (0) 

⼈間関係の問題関連
（478 件） 131 (27) 313 (65) 30 (6.3) 3 (0.6) 0 (0) 1 (0.2) 

複合的な問題 
（30 件） 15 (50) 11 (37) 4 (13) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

（%）は⾏に対する割合 
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表 3．複数項目認定事案「人間関係の問題関連」において心理的負荷「強」の出来事が認められ

なかった 131 事案における認定された出来事とその心理的負荷の強度 
 弱（122 件） 中（295 件） 

 件数 (%) 件数 (%) 
上司とのトラブルがあった 12 (9.8) 58 (19.7) 
（ひどい）嫌がらせ、いじめ、⼜は暴⾏を受けた 7 (5.7) 51 (17.3) 
仕事内容・仕事量の（⼤きな）変化を⽣じさせる出来事があった 11 (9) 35 (11.9) 
配置転換があった 6 (4.9) 28 (9.5) 
セクシュアルハラスメントを受けた 4 (3.3) 25 (8.5) 
同僚とのトラブルがあった 11 (9) 16 (5.4) 
退職を強要された 11 (9) 14 (4.7) 
業務に関連し、違法⾏為を強要された 4 (3.3) 10 (3.4) 
達成困難なノルマが課された 9 (7.4) 5 (1.7) 
会社の経営に影響する等の重⼤な仕事上のミスをした 5 (4.1) 8 (2.7) 
悲惨な事故や災害の体験、⽬撃をした 3 (2.5) 7 (2.4) 
（重度の）病気やケガをした 4 (3.3) 5 (1.7) 
1 か⽉に 80 時間以上の時間外労働を⾏った 4 (3.3) 5 (1.7) 
会社で起きた事故・事件について、責任を問われた 1 (0.8) 8 (2.7) 
理解してくれていた⼈の異動があった 7 (5.7) 0 (0) 
⾃分の昇格・昇進があった 3 (2.5) 3 (1) 
顧客や取引先からクレームを受けた 2 (1.6) 3 (1) 
⾮正規社員であるとの理由により、仕事上の差別、不利益 
取り扱いを受けた 2 (1.6) 3 (1) 
2 週間にわたって連続勤務を⾏った 1 (0.8) 3 (1) 
勤務形態に変化があった 4 (3.3) 0 (0) 
仕事のペース、活動の変化があった 3 (2.5) 1 (0.3) 
複数名で担当していた業務を 1 ⼈で担当するようになった 2 (1.6) 2 (0.7) 
転勤をした 0 (0) 2 (0.7) 
⾮正規社員である⾃分の契約満了が迫った 2 (1.6) 0 (0) 
ノルマが達成できなかった 2 (1.6) 0 (0) 
新規事業の担当になった、会社の建て直しの担当になった 0 (0) 1 (0.3) 
業務に関連し、重⼤な⼈⾝事故、重⼤事故を起こした 0 (0) 1 (0.3) 
部下とのトラブルがあった 0 (0) 1 (0.3) 
同僚等の昇進・昇格があり、昇進で先を越された 1 (0.8) 0 (0) 
⾃分の関係する仕事で多額の損失等が⽣じた 1 (0.8) 0 (0) 
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表 4．複数項目認定事案における「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」と「セクシュア

ルハラスメントを受けた」の心理的負荷の強度 

  
⼈間関係の 
問題関連

（478 件） 

恒常的⻑時間
労働関連

（792 件） 

仕事内容・ 
量の変化と 
連勤関連 

（575 件） 

傷病や惨事 
関連 

（234 件） 
複合的な問題

（30 件） 

嫌がらせ・ 
いじめ・ 

暴⾏ 
セクハラ 件 (%) 件 (%) 件 (%) 件 (%) 件 (%) 

なし なし 155 (32.4) 714 (90.2) 522 (90.8) 229 (97.9) 16 (53.3) 
弱 なし 14 (2.9) 15 (1.9) 7 (1.2) 4 (1.7) 5 (16.7) 
中 なし 53 (11.1) 21 (2.7) 20 (3.5) 0 (0) 2 (6.7) 
強 なし 135 (28.2) 41 (5.2) 26 (4.5) 1 (0.4) 3 (10) 

なし 弱 9 (1.9) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 1 (3.3) 
弱 弱 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 
中 弱 1 (0.2) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 
強 弱 3 (0.6) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

なし 中 20 (4.2) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 
弱 中 2 (0.4) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 1 (3.3) 
中 中 7 (1.5) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 
強 中 3 (0.6) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

なし 強 54 (11.3) 1 (0.1) 0 (0) 0 (0) 1 (3.3) 
弱 強 5 (1) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 1 (3.3) 
中 強 5 (1) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 
強 強 12 (2.5) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 

 

  



 

198 

 

表 5．複数項目認定事案「人間関係の問題関連」において「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行

を受けた」と「セクシュアルハラスメントを受けた」が認められなかった 155 事案における認定され

た出来事とその心理的負荷の強度 

 弱 
（130 件） 

中 
（163 件） 

強 
（98 件） 

 件数 (%) 件数 (%) 件数 (%) 
上司とのトラブルがあった 25 (19.2) 40 (24.5) 9 (9.2) 
配置転換があった 8 (6.2) 22 (13.5) 12 (12.2) 
退職を強要された 11 (8.5) 16 (9.8) 12 (12.2) 
仕事内容・仕事量の（⼤きな）変化を⽣じさせる出来事
があった 9 (6.9) 20 (12.3) 4 (4.1) 
同僚とのトラブルがあった 14 (10.8) 14 (8.6) 4 (4.1) 
1 か⽉に 80 時間以上の時間外労働を⾏った 6 (4.6) 1 (0.6) 21 (21.4) 
会社の経営に影響する等の重⼤な仕事上のミスをした 9 (6.9) 10 (6.1) 7 (7.1) 
（重度の）病気やケガをした 6 (4.6) 6 (3.7) 11 (11.2) 
業務に関連し、違法⾏為を強要された 5 (3.8) 7 (4.3) 5 (5.1) 
悲惨な事故や災害の体験、⽬撃をした 1 (0.8) 6 (3.7) 5 (5.1) 
会社で起きた事故・事件について、責任を問われた 1 (0.8) 5 (3.1) 2 (2) 
⾮正規社員であるとの理由により、仕事上の差別、不利
益取り扱いを受けた 3 (2.3) 2 (1.2) 2 (2) 
達成困難なノルマが課された 3 (2.3) 3 (1.8) 1 (1) 
顧客や取引先からクレームを受けた 3 (2.3) 1 (0.6) 1 (1) 
仕事のペース、活動の変化があった 5 (3.8) 1 (0.6) 0 (0) 
勤務形態に変化があった 4 (3.1) 1 (0.6) 0 (0) 
理解してくれていた⼈の異動があった 5 (3.8) 0 (0) 0 (0) 
2 週間にわたって連続勤務を⾏った 1 (0.8) 2 (1.2) 1 (1) 
複数名で担当していた業務を 1 ⼈で担当するようになっ
た 2 (1.5) 2 (1.2) 0 (0) 
⾃分の昇格・昇進があった 2 (1.5) 2 (1.2) 0 (0) 
⾮正規社員である⾃分の契約満了が迫った 3 (2.3) 0 (0) 0 (0) 
ノルマが達成できなかった 1 (0.8) 1 (0.6) 0 (0) 
同僚等の昇進・昇格があり、昇進で先を越された 2 (1.5) 0 (0) 0 (0) 
転勤をした 0 (0) 0 (0) 1 (1) 
部下とのトラブルがあった 0 (0) 1 (0.6) 0 (0) 
上司が替わった 1 (0.8) 0 (0) 0 (0) 
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表 6．出来事別の心理的負荷に関する事業主、事業場、管理職の取り組みの例 

具体的出来事 取り組みの例 

（ひどい） 
嫌がらせ、いじめ、 
⼜は暴⾏を受けた 

 嫌がらせ、いじめ、暴⼒的な⾔動が発⽣してから対処するのでは遅い（中程度以上
の⼼理的負荷が⽣じてしまう）ことを周知する 

 業務指導の範囲を逸脱した叱責や、客観的に⾒て嫌がらせやいじめと捉えられるよ
うな結託した⾔動を⾏わないように研修を⾏う 

 嫌がらせや暴⼒のリスク要因を減らす（例えば、⽴場が弱くなりがちな⼈へのサポ
ート体制を強めて職場での地位を向上させる、勤続年数の⻑い⼈に対して嫌がらせ
や暴⼒的発⾔の防⽌の重要性について研修を⾏う、過度な変化やストレスを減ら
し、公平で、助け合い、信頼し、協⼒し合う組織⾵⼟を作る） 

セクシュアル 
ハラスメントを受けた 

 セクシュアルハラスメントの被害が起こってから、迅速に適切な対処をしても遅い
（中程度以上の⼼理的負荷が⽣じてしまう）ことを周知する 

 被害者が、⼼理的負荷が「弱」の段階で（例えば、「〜ちゃん」等のセクシュアル
ハラスメントに当たる発⾔をされる、社内に⽔着のポスターが掲⽰される）、相談
窓⼝にアクセスすることができるように広報等の活動を⾏う 

 社内恋愛のリスクについて啓発する 

上司とのトラブルが 
あった 

 部下に対して、業務指導の範囲内であっても「強い」指導・叱責を⾏わない 
 業務をめぐる⽅針等に関して、部下との間で客観的にトラブルと認識されるような

対⽴は避け、考え⽅の相違として部下が納得するように話し合う 

同僚とのトラブルが 
あった 

 業務をめぐる⽅針等に関して、従業員間に客観的にトラブルと認識されるような 
対⽴が⽣じずに、互いの考え⽅の相違を認め、納得して業務に取り組めるように 
サポートする 

仕事内容・仕事量の
（⼤きな）変化を⽣じ
させる出来事があった 

 仕事内容や量の変化が⽣じた際には、1 か⽉当たりの時間外労働時間の増加は 20 時
間未満、1 か⽉当たり 45 時間を超えない範囲にとどめる 

配置転換があった 
 配置転換（転居を伴わない所属部署や勤務場所の変更）の際には、配置転換後の 

業務が容易に対応でき、変化後の業務の負荷が軽微になるように、事前に⼗分な 
準備とそのための期間を設定する 

退職を強要された 

 退職勧奨を⾏う際には、⽅法や頻度に注意し、強要と捉えられないようにする。 
具体的には、理由を告げずに突然解雇の通知をしたり、恐怖感を抱かせる⽅法を⽤
いたり、退職の意思のないことを表明しているにもかかわらず、執拗に退職を求め
たりしない。対話の場を設けて、丁寧に事情や理由を説明し、誠実に質問に応答
し、本⼈の意思決定を尊重する 

 指導や⼝論の際に、退職強要と受け取られるような発⾔をしないように注意喚起を
⾏う 

1 か⽉に 80 時間以上の
時間外労働を⾏った  時間外労働を⾏わせる際には、1 か⽉に 80 時間未満とし、管理を徹底する 

会社の経営に影響する
等の重⼤な仕事上のミ
スをした 

 従業員が仕事上のミスを⾏った場合、ミスの重⼤さと事後対応（後処理、懲戒処
分、降格、⽉給額を超える賠償責任の追及等の重いペナルティ、職場の⼈間関係の
悪化等）が⼼理的負荷となることを考慮し、それらが容易に対応可能で負担が軽微
になるように調整・サポートを⾏う 

 本⼈の意思を尊重せずに事後対応から外すことが逆に⼼理的負荷を強める可能性に
配慮し、ミスを⾏った従業員との対話や事後のサポートを適切に⾏い、⼼理的負荷
の軽減に努める 

「（重度の）病気やケ
ガをした」 

 治療を要するような病気やケガの防⽌に努める 
 病気やケガをした従業員に対しては、対応や負担が軽微になるようなサポートを 

⾏う 
 




